
都道府県名　　福島県

市町村名　　　柳津町

区　　分 備　　考

昭和35年 昭和35年

人 人 ％ 人 人 ％

うち１５歳～ うち１５歳～

２９歳(a) ２９歳(a)

一般財源 一般財源
国庫支出金 国庫支出金
都道府県支出金 都道府県支出金
地方債 地方債

うち　過疎債 うち　過疎債
その他 その他

義務的経費 義務的経費
投資的経費 投資的経費

うち　普通建設事業 うち　普通建設事業
その他 その他
過疎対策事業費（再掲） 過疎対策事業費（再掲）

実質収支　C－D 実質収支　C－D

１　基本的な事項

変更

変更

実質公債費比率 4.5
起債制限比率 -
経常収支比率

歳入歳出差引額 C(A－B) 181,223
翌年度へ繰越すべき財源 D 76,867

104,356
財政力指数 0.19
公債費負担比率 16.3

平成27年平成22年

1,102,800
768,900
475,068

歳　出　総　額　B 4,540,661
1,163,590
1,845,922

令和２年

754,800
291,636
782,163

2,581,834
4,956,389

区　　分

翌年度へ繰越すべき財源 D
歳入歳出差引額 C(A－B)

歳　出　総　額　B

歳　入　総　額　A

起債制限比率
実質公債費比率
公債費負担比率
財政力指数

4,138,063
-

82.3
-

4.7
12.5
0.19

133,775
90,791

高齢者比率 8

1,801,282

本文５ページ、７行
令和元年度の財政状況は、財政力指数（３ヵ年平均）０．１９［県平均０．４８（以
下同じ）］、経常収支比率８１．２[９０.０]、実質公債費比率４．５[６．４]、将
来負担比率
　- [ - ]と、

41.3 -

区　　分 平成22年 平成27年 令和元年
歳　入　総　額　A 4,721,884

2,498,869
427,970
217,177

1,531,149

81.2
将来負担比率 -
地方債現在高 3,787,985

768,900

10.3 -

（ｂ）/総数 ％ ％

若年者比率 20

1,459 △ 6.8

（a)/総数 ％ ％

65歳以上(b) 689

1,828 365 △ 26.1

370 △ 29.8

15歳～６４歳 5,062 1,707 △ 21.3

平成２年 平成17年 平成27年

実数 実数 増加率

総数
9,035 3,536 △ 17.0

区分
昭和50年

0～14歳 3,284

平成17年平成２年昭和50年

224,566
566,100

2,049,781
1,367,486
1,494,488
1,187,554
4,731,823
545,956
566,100

本文５ページ、７行
令和２年度の財政状況は、財政力指数（３ヵ年平均）０．１９［県平均０．５４（以
下同じ）］、経常収支比率８２．３[９５．０]、実質公債費比率４．７[７．７]、将
来負担比率
　- [ - ]と、

実数

総数
9,035

地方債現在高
将来負担比率
経常収支比率

8

％

20

％

689

1,828

5,062

3,284

65歳以上(b)

15歳～６４歳

0～14歳

高齢者比率

（ｂ）/総数

若年者比率

（a)/総数

区分

△ 27.7

増加率

令和２年

45.3

％

8.1

％

1,397

251

1,374

310

3,081

実数

-

-

△ 10.7

△ 49.2

△ 36.6

△ 41.2

令和６年５月

過疎地域持続的発展市町村計画（変更第３次）　新旧対照表

変　更　後 変　　更　　前

本文１ページ、２９行
令和２年度の国勢調査においては、人口３，０８１人（減少率６５．９％）、
世帯数１，１２７戸（減少率２８．４％）であり、

本文３ページ、１０行
これをピークに以降減少を続けており、令和２年には３，０８１人となっている。

　　 表１－1（１）人口の推移（国勢調査）　　　　　　　　　　　　　（単位：
人，％）

本文１ページ、２９行
令和２年度の国勢調査においては、人口３，０８７人（減少率６５．８％）、
世帯数１，１２６戸（減少率２８．５％）であり、

本文３ページ、１０行
これをピークに以降減少を続けており、平成２７年には３，５３６人となっている。

　　  表１－1（１）人口の推移（国勢調査）　　　　　　　　　　　　　（単位：
人，％）
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都道府県名　　福島県

市町村名　　　柳津町

区　　分 備　　考

令和６年５月

過疎地域持続的発展市町村計画（変更第３次）　新旧対照表

変　更　後 変　　更　　前

改良率(％） 改良率(％）
舗装率（％） 舗装率（％）

人口千人当たり病院、診療
所の -

１　基本的な事項

本文８ページ、１５行
人口に関する目標
　２ 全体人口（令和7年度）
　　　２，９１０人（令和２年度国勢調査：３，０８１人）

　②年少人口比率（令和７年度）
　　　１４．２％（令和２年度国勢調査：８．１％）

　③生産年齢人口比率（令和7年度）
　　　５４．６％（令和２年度国勢調査：４５．３％）

本文８ページ、１５行
人口に関する目標
　２ 全体人口（令和7年度）
　　　２，９１０人（平成２７年度国勢調査：３，５３６人）

　②年少人口比率（令和７年度）
　　　１４．２％（平成２７年度国勢調査：１０．３％）

　③生産年齢人口比率（令和7年度）
　　　５４．６％（平成２７年度国勢調査：４８．３％）

変更水道普及率（％） 92.1
水洗化率（％） 59.4

林野１ha当たり林道延長（ｍ）

耕地１ha当たり農道延長（ｍ） -
林道
　　　延長（ｍ）

78916.0

39.6
40.9

農道
　　　延長（m）

5519

区分

人口千人当たり病院、診療
所の

水洗化率（％）
水道普及率（％）
林野１ha当たり林道延長（ｍ）

林道
　　　延長（ｍ）

耕地１ha当たり農道延長（ｍ）

農道
　　　延長（m）

市町村道

平成22年
度末

平成12年
度末

平成2年
度末

-

60.2
92.5
-

82960.4

-

5519.0

40.9
65.5

令和２年
度末

区分
平成2年
度末

平成12年
度末

平成22年
度末

令和元年
度末

市町村道

２　移住・定住・地域間交流の促進、人材育成

本文１１ページ、６行
情報通信基盤・生活基盤をはじめとする都市部との格差是正などを行ってきたところ
である。

本文１１ページ、６行
情報通信基盤・生活基盤をはじめとする都市部との格差是正など　行ってきたところ
である。

修正

本文６ページ
　　 表１－２（２）主要公共施設の整備状況

本文６ページ
　　 表１－２（２）主要公共施設の整備状況
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都道府県名　　福島県

市町村名　　　柳津町

区　　分 備　　考

令和６年５月

過疎地域持続的発展市町村計画（変更第３次）　新旧対照表

変　更　後 変　　更　　前

変更

修正

修正

修正

追加

小中学校における森林環境学習、間伐
等による景観整備

町 町
小中学校における森林環境学習、間伐
等による景観整

森林環境交付金（基
本枠）事業

【林業】

多面的機能支払交付
金事業

農地・水・環境保全A=410ha
21協定団地

町

【農業】

（１）基盤整備

事業名

本文１６ページ

（３）計画 （３）計画

町

多面的機能支払交付
金事業

農地・水・環境保全A=406ha
１活動組織

町

中山間地域等直接支
払交付金事業

農地保全A=308ha　22集落団地 町

町

事業主体 備考

柳津中南部地区の農業用施設の更新・
改修

事業内容

農村地域復興再生基
盤総合整備事業

【農業】

（１）基盤整備

事業名

荒湯源泉設備更新工事

清柳苑施設改修工事

事業内容

柳津中南部地区の農業用施設の更新・
改修

中山間地域等直接支
払交付金事業

農地保全A=305ha　22集落団地

事業内容

荒湯源泉維持管理事
業

清柳苑管理事業

（９）観光又は
レクリエーション

事業名

中山間地域総合整備
事業

森林環境交付金（基
本枠）事業

【林業】

荒湯源泉維持管理事
業

（９）観光又は
レクリエーション

事業名 事業内容備考

町

町

福島県

荒湯源泉設備更新工事

事業計画（令和３年度～ 事業計画（令和３年度～

事業主体 備考 事業主体 備考

３　産業の振興

事業主体

福島県

本文１６ページ
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都道府県名　　福島県

市町村名　　　柳津町

区　　分 備　　考

令和６年５月

過疎地域持続的発展市町村計画（変更第３次）　新旧対照表

変　更　後 変　　更　　前

事業計画（令和３年度～７年度） 事業計画（令和３年度～７年度）

事業計画（令和３年度～７年度） 事業計画（令和３年度～７年度）

追加

追加

事業内容事業名

事業内容

（５）消防施設

住環境整備事業

事業名 事業主体 備考

（6）公営住宅

広域消防負担金事業

事業名

本文２８ページ

（３）計画

町

（8）その他

事業名

会津西部斎苑連絡協議会負担金（施
設維持管理及び施設設備工事等）

合併処理浄化槽　5件

特定環境保全公共下水道事業全体計
画見直し

事業内容

（５）消防施設

会津西部斎苑連絡協
議会負担金事業

（4）火葬場

広域消防負担金（主な内訳　消防署
及びポンプ車整備等）

事業内容

公営住宅整備事業

本文２８ページ

事業主体 備考

広域圏

町

広域消防負担金（主な内訳　消防署
及びポンプ車整備等）

広域消防負担金事業

事業内容事業名

（8）その他

町
特定環境保全公共下水道事業全体計
画見直し

合併処理浄化槽　5件

町

町

５　生活環境の整備

町

事業主体 備考

広域圏

住環境整備事業

事業名

（３）計画

事業主体 備考

公営住宅改修・修繕（屋根・給水施
設・外壁工事）等

備考

町 町

事業主体 備考

橋梁点検N=79橋、トンネル点検N=4
本、付属物点検L=62km、橋梁Ⅱ・Ⅲ
判定修繕N≒17橋　補修設計委託N=4
橋

トンネル照明交換

道路ストック総点検
事業

道路改良L＝192m、消雪配管改修

町

竜蔵庵上村線改良事
業

町

事業主体

本文２３ページ

道路改良L＝192m、消雪配管改修

事業内容

橋梁点検N=79橋、トンネル点検N=4
本、付属物点検L=62km、橋梁Ⅱ・Ⅲ
判定修繕N≒17橋　補修設計委託N=4
橋
橋梁補修工事
トンネル照明交換
トンネル維持補修工事

道路ストック総点検
事業

竜蔵庵上村線改良事
業

４　交通施設の整備、交通手段の確保の推進 本文２３ページ

（３）計画 （３）計画
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都道府県名　　福島県

市町村名　　　柳津町

区　　分 備　　考

令和６年５月

過疎地域持続的発展市町村計画（変更第３次）　新旧対照表

変　更　後 変　　更　　前

事業計画（令和３年度～７年度）

追加

修正

７　子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福
祉の向上及び促進

事業内容
持続的発展
施策区分 事業名 事業内容 事業主体 備考

持続的発展
施策区分

６　子育て環境の
確保、高齢者等の
保健及び福祉の向
上及び促進

（５）消防施設

備考事業主体

（５）消防施設

学校給食センター施
設整備事業

【給食施設】

会津柳津学園中学校
施設改修事業

西山小学校施設改修
事業

柳津小学校施設改修
事業

【校舎】

（1）学校教育関連施設

事業名

学校給食センター施設・設備の整備

会津柳津学園中学校施設改修

西山小学校施設改修

柳津小学校施設改修

事業内容

事業名

本文３８ページ 本文３８ページ

事業主体 備考

本文３０ページ、３０行
健康診査等の各種事業を実施し、関係機関と連携を密にして事業の推進を図る。

本文３２ページ
（３）計画
　事業計画（令和３年度～令和７年度）

６　子育て環境の
確保、高齢者等の
保健及び福祉の向
上及び増進

８　教育の振興

町

町

町

町

（３）計画

事業主体 備考

本文３０ページ、２０行
健康診査等の各種事業の実施し、関係機関と連携を密にして事業の推進を図る。

本文３２ページ
（３）計画
　事業計画（令和３年度～令和７年度）

（1）学校教育関連施設

事業内容事業名
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都道府県名　　福島県

市町村名　　　柳津町

区　　分 備　　考

令和６年５月

過疎地域持続的発展市町村計画（変更第３次）　新旧対照表

変　更　後 変　　更　　前

12　再生可能エネルギーの利用の推進

修正

(注)　区分欄には、市町村計画の項目に合わせてその項目を記入のこと。

修正

13　その他地域の持続的発展に関し必要な事項

今後、生活習慣病へ
の対策、さらたに高
齢化の進行が見込ま
れる中で、

地域医療確保
対策事業

７　医療の確保
今後、生活習慣病へ
の対策、さら　に高
齢化の進行が見込ま
れる中で、

地域医療確保
対策事業

７　医療の確保

６　子育て環境の
確保、高齢者等の
保健及び福祉の向
上及び促進

持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

６　子育て環境の
確保、高齢者等の
保健及び福祉の向
上及び増進

本文４４ページ、２５行
　再生可能エネルギーを推進するにあたり、
本文４５ページ、２行
（４）公共施設等総合管理計画等との整合
　長期的な視点をもって、更新、統廃合、長寿命化などを計画的に行い、財政負担の
軽減を図り、公共施設等の最適な配置や維持管理及び利活用を推進する。

本文４４ページ、２５行
　再生可能エネルギーの推進するにあたり、
本文４５ページ、２行
（４）公共施設等総合管理計画等との整合
　長期的な視点をもって、更新、統廃合、長寿命化などの計画的に行い、財政負担の
軽減を図り、公共施設等の最適は配置や維持管理及び利活用を推進する。

本文４６ページ、１８行
さらに、まちづくり活動として町民の関心が高い情報や文化活動、地域活動等の情報
を積極的に提供していく。

　　（３）計画

本文４６ページ、１８行
さらに、まちづくり活動として町民の関心が高い情報や文化活動、地域活動等の
積極的に提供していく。

　　（３）計画

持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容
事業
主体

備考 備考事業内容
事業
主体
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